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時価評価の土地保有税と中立性
――転用費用が存在する場合――
青 野 勝 広
１．は じ め に
時価評価の土地保有税（土地固定資産税）は，土地利用に対して中立的であ
るといわれてきた。しかし，岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康［１９９３］
が明らかにしたように，転用費用が存在する場合には，時価評価の土地保有税
（土地固定資産税）は，土地利用に対して中立的ではなく，土地開発を阻害す
る効果を持つ。小論は，岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康［１９９３］と
は異なる前提の下で，転用費用が存在する場合には，時価評価の土地保有税
（土地固定資産税）が土地開発を阻害する効果を持つことを示した上で，転用
費用の土地開発を阻害する効果を除去する方策を示すことを目的としている。
以上の問題意識にしたがい，第２節では，転用費用が存在する場合に，時価
評価の土地保有税（土地固定資産税）が導入された下で，土地所有者は土地売
却に対してどのような決定態度をとるか，また，土地購入者は土地購入に対し
てどのような決定態度をとるかについてのモデルを構築する。第３節では，市
場均衡が達成されている下で，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）の導
入が，土地開発にどのような影響を与えるかを転用費用が存在する場合と転用
費用が存在しない場合とに分けて考察する。本節の議論より，土地所有者と土
地購入者の土地保有税率（土地固定資産税率）が等しく，かつ，土地所有者と
土地購入者の割引率が等しいという想定の下では，転用費用が存在しない場合
には，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）の導入は，土地の売却時期
（転用時期）に対して中立的であり，土地保有税率（土地固定資産税率）の分
だけ均衡地価を下落させることが明らかにされる。他方，転用費用が存在する
場合には，時価評価の土地保有税の導入は，土地の売却時期を遅らせる効果
（土地転用阻害効果）を持つことが明らかにされる。このような土地転用阻害
効果（土地開発阻害効果）が生じるのは，転用費用が存在する場合の時価評価
の土地保有税が，土地所有者に対しては今期の素地価格に課せられるが，土地
購入者に対しては今期の転用費用を含む市場地価に課せられるからである。
第４節では，転用費用が存在する場合の時価評価の土地保有税（土地固定資
産税）の導入が，土地転用阻害効果（土地開発阻害効果）を持たないようにす
るための方策について考察する。本節の議論より，土地購入者から毎期末に土
地保有税率に各期の転用費用を乗じた額を控除し，さらに，土地を購入する場
合に，土地を購入する期首にその期の転用費用を控除すれば，転用費用が存在
する場合でも時価評価の土地保有税（土地固定資産税）の導入は，土地転用阻
害効果（土地開発阻害効果）を持たず，土地の売却時期に対して中立的となる
ことが明らかにされる。
２．土地所有者と土地購入者の意思決定－転用費用が存在する場合
 土地所有者の決定
次のような仮定をおく。土地は，土地所有者の土地（農業用土地と呼ぶ）と
土地購入者の土地（住宅用土地と呼ぶ）の２種類だけであり，異なる用途に使
用される。また，農業用土地から住宅用土地への転用には，転用費用がかか
り，かつ，賃貸借費用は極めて大きいものとする。したがって，土地の転用
は，売却を通じて行われる。さらに，農業用土地と住宅用土地の限界生産性
は，それぞれの面積が増加するにしたがって逓減する。１）
以上の仮定の下で，まず，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）が導入
１）これらの仮定については，金本［１９９４］，岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康
［１９９３］および山崎［１９９９］参照。
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された場合における土地所有者の土地売却の決定について考察しよう。住宅用
土地として売却する場合の今期首の地価を，来期首の予想地価をとす
る。また，を土地所有者の今期の予想農業（帰属）地代とする。ただし，

は，今期末に生じるものとする。さらに，今期の農業用土地から住宅用土
地への転用費用を，来期の予想転用費用を，土地所有者の割引率をと
する。土地保有税率（土地固定資産税率）をとし，土地保有税（土地固定資
産税）は，期末に期首における農業用土地の素地価格で評価して課せられるも
のとする。
農業用土地の素地価格と転用費用との関係については，今期の農業用土地の
素地価格を とし，来期の農業用土地の予想素地価格を とすれば，次の
関係が成立するものと想定する。


 
上式は，土地の転用については，超過利潤が得られず，その結果，住宅用土
地として売却する場合の今期首の地価は，今期の農業用土地の素地価格
に今期の転用費用を加えたものに等しく，来期首の予想地価は，来期
の農業用土地の予想素地価格 に来期の予想転用費用を加えたものに等
しいことを示している。２）
以上のように想定すれば，土地所有者が来期首に土地を売却したときの純収
益の現在価値は，

 

   
であり，土地所有者が今期首に土地を売却したときの純収益は，
２）岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康［１９９３］では，土地造成の長期費用を考えて
いる。したがって，を長期平均転用費用とし， を素地価格，を住宅地の供給価格，
を土地の総供給量に占める住宅量の割合とすれば，完全競争の下での長期均衡では，

が成立する。
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  
である。式が式を下回れば，土地所有者は今期に土地を売却し，式が
式を上回れば，今期の土地売却を延期する。式と式が等しければ，今期と
来期以降の土地売却は無差別となる。
式と式を等しくさせる地価が，転用費用が存在する下で土地保有税（土
地固定資産税）が導入された場合の土地の供給価格である。＝とおくと，
次式をえる。

     
式を用いて式を書き換えると，




 
 
をえる。
 土地購入者の決定
次に，土地購入者の土地購入の決定について考えよう。今期の土地購入者
は，購入した土地を期間保有するものと想定し，期首の予想地価を，
期末における土地購入者の予想帰属地代を	，土地保有税率（土地固定資産
税率）を 
とする。ただし，土地保有税（土地固定資産税）については，期末
に期首で評価した値（期首における時価評価）で課せられるものとする。今期
における土地購入者の新規土地需要価格は，今期首に土地を購入して期
首にその土地を売却したときの純収益の現在価値に等しいから，




	

 


 

をえる。ただし，は，土地購入者の割引率である。同様にして，来期におけ
る新規土地需要価格を求めると，
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




 


 

をえる。式に  を掛けたものを式から差し引くと，

 
をえる。式を成立させるが，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）
が導入された場合における土地購入者の新規土地需要価格である。
３．土地保有税の中立性と転用阻害効果
 中立的な土地保有税－転用費用が存在しない場合
市場均衡が達成されている下で，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）
の導入は，農業用土地から住宅用土地への転用に対してどのような効果を持つ
であろうか。市場均衡が達成されている下では，住宅用土地への土地購入者の
新規土地需要価格と土地所有者の土地供給価格は等しくなる（需給均衡条件が
成立する）。ここで，土地所有者と土地購入者の来期の地価についての予想は
一致していると仮定する。
以上のように仮定すれば，式を式に代入することにより，今期に土地を
売却しても来期以降に土地売却を延期しても無差別となる条件は，次式で示す
ことができる。



	

	
	 	  
式において，土地所有者への土地保有税率（土地固定資産税率）と土地
購入者への土地保有税率 が等しく  ，かつ，土地所有者の割引率
と
土地購入者の割引率が等しい 
 と想定し，式を考慮すれば，



   
をえる。および式から次のことが分かる。，かつ，
という想定の
時価評価の土地保有税と中立性 ５
下で土地保有税が導入された場合に，転用費用が存在しないならば，
の時点で今期に土地を売却しても来期に土地売却を延期しても無差別となる。
転用費用が存在するならば，限界生産性逓減という仮定の下で，今期に土地を
売却しても来期に土地売却を延期しても無差別となる条件が，なら
ば，土地保有税が課せられない場合に比べて，限界生産性が低く，（帰属）地
代の低い農業用土地が売却されないで使用されることになるから，土地保有税
の導入は，土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持ち，
ならば，土地の売却時期を早める効果（転用促進効果）を持つ。
以上の理由は，次のように考えることができる。転用費用が存在しない場合
に，土地保有税が導入されたならば，土地所有者は，土地売却を今期から来期
に延期することによって今期末にの土地保有税額増加という納税延期の不
利益を受ける。これは，売却時期を早める要因である。他方，土地購入者は，
今期から来期に購入を延期することによって の土地保有税額減少という納
税延期の利益を得る。これは，購入時期を遅らせる要因である。したがって，
ならば，土地所有者の納税延期の不利益と土地購入者の納税延期の
利益 が相殺される結果，土地保有税の導入は，土地の売却時期に対して中
立的となる。
，かつ，という想定の下で転用費用が存在しない場合の土地保有
税の導入は，均衡地価にどのような影響を与えるであろうか。において，




と置き，今期の（帰属）地代を，予想地価上昇率，したがって，
予想地代上昇率をとすると，転用費用が存在しない場合に土地保有税が導
入された下での均衡地価	は，


	




となる。上式より，転用費用が存在しない場合の土地保有税の導入は，均衡地
価を土地保有税率だけ下落させる。転用費用が存在しない場合の土地保有税
の導入が，均衡地価を下落させる効果を持つのは，次の理由による。土地所有
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者が，土地売却を今期から来期に延期することによって今期末にの土地保
有税額増加という納税延期の不利益を受ける。これは，土地所有者が土地売却
時期を早める要因であり，だけ今期の土地供給価格を下落させる。他方，
土地購入者は，今期から来期に購入を延期することによって の土地保有税
額減少という納税延期の利益を得る。これは，土地購入者が土地購入時期を遅
らせる要因であり，だけ今期の土地の新規需要価格を下落させる。した
がって，ならば，土地の供給価格の下落幅と土地の新規需要価格の下落
幅が等しくなり，土地保有税率だけ均衡地価を下落させるのである。
以上より，かつ，という想定の下で，転用費用が存在しない場合
の土地保有税の導入は，土地の売却時期（転用時期）に対して中立的であり，
土地保有税率（土地固定資産税率）だけ均衡地価を下落させることが分かっ
た。
 土地所有者と土地購入者の土地保有税率や割引率が異なる場合の非中立性
以上の議論は，土地所有者への土地保有税率（土地固定資産税率）と土地
購入者への土地保有税率 が等しく  ，かつ，土地所有者の割引率と
土地購入者の割引率が等しい  という想定の下で行われた。しかし，
転用費用が存在しない場合でも，農業用土地への土地保有税率と住宅用土地
への土地保有税率 が異なる場合や土地所有者の割引率と土地購入者の割
引率が異なる場合には，時価評価の土地保有税の導入は，土地の売却時期に
対して中立的ではない。
まず，農業用土地への土地保有税率と住宅用土地への土地保有税率 が異
なる場合を考えよう。農業用土地への土地保有税率が住宅用土地への土地保
有税率 よりも低い場合には  ，土地所有者は，土地売却を今期から来
期に延期することによって今期末にの土地保有税額増加という納税延期の
不利益を受ける。これは，売却時期を早める要因である。他方，土地購入者は，
今期から来期に購入を延期することによって の土地保有税額減少という納
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税延期の利益を得る。これは，購入時期を遅らせる要因である。したがって，
ならば，土地所有者の納税延期の不利益が土地購入者の納税延期の
利益 を  だけ下回る結果，土地保有税の導入は，土地の売却時期
を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つ。逆に，ならば，土地所有者の
納税延期の不利益が土地購入者の納税延期の利益 を  だけ上
回る結果，土地保有税の導入は，土地の売却時期を早める効果（転用促進効
果）を持つ。
同様に，転用費用が存在しない場合でも，土地所有者の割引率と土地購入
者の割引率が異なる場合には，時価評価の土地保有税の導入は，土地の売却時
期に対して中立的ではない。土地所有者の割引率は，他の代替的資産の予想
収益率（例えば，預け入れ利子率）であるが，土地購入者に自己資金がなく，土
地購入資金を借り入れなければならないときには，土地購入者の割引率は，
借入れ利子率となる。また，借入れ制約があるときには，土地購入者の割引率
は，借入れ利子率よりも高くなる。土地所有者の割引率が土地購入者の割引
率よりも低い場合には  ，土地所有者は，土地売却を今期から来期に延
期することによって今期末にだけの他の代替的資産の予想収益（利子収
入）減少という土地売却延期の不利益を受ける。これは，土地売却時期を早め
る要因である。他方，土地購入者は，今期から来期に土地購入を延期すること
によって今期末にの借入れ利子の減少という土地購入延期の利益を得る。
これは，土地購入時期を遅らせる要因である。したがって，ならば，土
地所有者の納税延期の不利益が土地購入者の土地購入延期の利益を下
回る結果，土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つ。逆に，
ならば，土地所有者の納税延期の不利益が土地購入者の土地購入延期の利
益を上回る結果，土地の売却時期を早める効果（転用促進効果）を持つ。
 転用費用が存在する場合の土地保有税や利子率の転用阻害効果
転用費用が存在する場合に，時価評価の土地保有税の導入は，土地の転用
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（開発）にどのような影響を与えるであろうか。時価評価の土地保有税が導入
されたならば，土地所有者は，土地売却を今期から来期に延期することによっ
て今期末に  の土地保有税額増加という納税延期の不利益を
受ける。これは，売却時期を早める要因である。他方，土地購入者は，今期か
ら来期に購入を延期することによって の土地保有税額減少という納税延期
の利益を得る。これは，購入時期を遅らせる要因である。したがって，
ならば，土地所有者の納税延期の不利益  が土地購入者の納
税延期の利益 をだけ下回る結果，土地保有税の導入は，土地の売却
時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つ。このように，転用費用が存在す
る場合に，時価評価の土地保有税の導入が土地の売却時期を遅らせる効果（転
用阻害効果）を持つのは，土地保有税は，土地所有者に対しては今期の農業用
土地の素地価格 に課せられるが，土地購入者に対しては，今期の転用費用
を含む市場地価に課せられるからである。
転用費用が存在する場合に，利子率は，土地の転用にどのような影響をあ
たえるであろうか。土地所有者は，今期首に で土地を売却し，他の金融
資産を購入すれば，今期末には，  の利子収入が得られる。
換言すれば，土地売却を今期から来期に延期することによって今期末に


  の利子収入減少という土地売却延期の不利益を受ける。これ
は，土地売却時期を早める要因である。他方，土地購入者は，今期首にの
土地を購入する代わりにその資金で他の金融資産を購入すれば，今期末には，
の利子収入が得られる。換言すれば，今期から来期に土地購入を延期する
ことによって今期末にの利子収入増加という土地購入延期の利益を得る。
これは，土地購入時期を遅らせる要因である。したがって，ならば，土
地所有者の納税延期の不利益  が土地購入者の土地購入延期
の利益をだけ下回る結果，転用費用が存在する場合には，利子率は，
土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つ。
今期の転用費用や来期の予想転用費用は，土地の転用にどのような
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影響を与えるであろうか。土地所有者が今期首に土地を売却すれば，転用費用
がかかるということは，土地売却を今期から来期に延期することによって
転用費用を節約できるという土地売却延期の利益を受けることを意味す
る。これは，土地売却時期を遅らせる要因である。他方，土地所有者が土地売
却を今期から来期に延期し，来期首に土地を売却すれば，来期首に転用費用
がかかることが予想される。これは，土地売却延期の不利益であり，土地
売却時期を早める要因である。したがって，今期の転用費用が来期の予想
転用費用を上回るならば  ，土地の売却時期を遅らせる効果（転用
阻害効果）を持ち，今期の転用費用が来期の予想転用費用を下回るな
らば  ，土地の売却時期を早める効果（転用促進効果）を持つ。今期
の転用費用と来期の予想転用費用が等しいならば  ，土地の売
却時期に対して中立的となる。
４．転用阻害効果を排除する方策
前節の議論より，転用費用が存在する場合には，時価評価の土地保有税（土
地固定資産税）や利子率は，土地の売却を遅らせる効果（転用阻害効果）を持
つことが明らかになった。土地保有税や利子率の転用阻害効果を排除するため
には，土地購入者から毎期末に土地保有税率に各期の転用費用を乗じた額 
 を控除し，さらに，今期首に土地を購入する場合には，今期首に
今期の転用費用，来期首に土地を購入する場合には，来期首に来期の転用
費用を控除すればよい。
これは，以下のように示すことができる。このような控除措置を取れば，今
期における土地購入者の新規土地需要価格は，今期首に土地を購入して
期首にその土地を売却したときの純収益の現在価値に等しいから，





 


 
 
をえる。ただし，は，土地購入者の割引率である。同様にして，来期におけ
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る新規土地需要価格を求めると，





 


 
 
をえる。式に  を掛けたものを式から差し引くと，

   
をえる。式を成立させるが，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）
から転用費用を控除した場合における土地購入者の新規土地需要価格である。
転用費用が存在する下で時価評価の土地保有税（土地固定資産税）が導入さ
れた場合の土地の供給価格は，次式で示される。


	
	

	 
	 
式を式に代入することにより，今期に土地を売却しても来期以降に土地
売却を延期しても無差別となる条件は，次式で示すことができる。


 

	
	

	 	   
式において，土地所有者への土地保有税率（土地固定資産税率）
と土地
購入者への土地保有税率 が等しく 
 ，かつ，土地所有者の割引率と
土地購入者の割引率が等しい  と想定し，式を考慮すれば，


 
をえる。
式からわかるように，土地購入者から毎期末に土地保有税率に各期の転用
費用を乗じた額  を控除し，さらに，土地を購入する場合に
は，土地を購入する各期首にそれぞれの期の転用費用を控除すれば，転用費用
が存在する場合でも時価評価の土地保有税（土地固定資産税）の導入は，土地
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の売却時期に対して中立的となる。
および式の意味について考えよう。まず，土地購入者から毎期末に 
 を控除することの効果について考えよう。転用費用が存在する場
合に，時価評価の土地保有税（土地固定資産税）の導入が土地の売却時期を遅
らせる効果（転用阻害効果）を持つのは，土地保有税は，土地所有者に対して
は今期の農業用土地の素地価格 に課せられるが，土地購入者に対しては，
今期の転用費用を含む市場地価に課せられる結果，土地購入者の納税延期
の利益 が，土地所有者の納税延期の不利益 を だけ上回るからで
ある。したがって，土地購入者から毎期末に土地保有税率に各期の転用費用を
乗じた額  を控除すれば，今期から来期に土地購入を延期する
ことによる土地購入者の納税延期の利益は， となり，今期か
ら来期に土地売却を延期することによる土地所有者の納税延期の不利益
に等しくなる。その結果，転用費用が存在する場合に，時価評価の土地保有税
（土地固定資産税）の導入が土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）
を排除することができる。
次に，土地購入者に対して土地を購入する各期首にそれぞれの期の転用費用
を控除することの効果を利子率が土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害
効果）への影響と今期の転用費用と来期の予想転用費用の相異が土地
の売却時期に及ぼす影響とに分けて考えよう。転用費用が存在する場合に，利
子率が土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つのは，土地所
有者は，土地売却を今期から来期に延期することによって今期末に


  の利子収入減少という土地売却延期の不利益を受けるのに対
して，土地購入者は，今期から来期に土地購入を延期することによって今期末
にの利子収入増加という土地購入延期の利益を得る結果，土地購入者の土
地購入延期の利益が土地所有者の土地売却延期の不利益をだけ上回るから
である。したがって，土地購入者に対して土地を購入する各期首にそれぞれの
期の転用費用を控除すれば，転用費用が存在する場合に，利子率が土地の売
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却時期に及ぼす効果については，今期から来期に土地購入を延期することによ
る土地購入者の土地購入延期の利益は， となり，今期から来期
に土地売却を延期することによる土地所有者の土地売却延期の不利益 に
等しくなる。その結果，転用費用が存在する場合に，利子率が土地の売却時
期を遅らせる効果（転用阻害効果）を排除することができる。
今期の転用費用と来期の予想転用費用の相違が土地の売却時期に及
ぼす効果については，今期の転用費用が来期の予想転用費用を上回る
ならば  ，土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持ち，
今期の転用費用が来期の予想転用費用を下回るならば  ，土地
の売却時期を早める効果（転用促進効果）を持つのは，土地所有者が土地売却
を今期から来期に延期することによって転用費用を節約できるという土地
売却延期の利益を受けるのに対して，土地売却を今期から来期に延期し，来期
首に土地を売却すれば，来期首に転用費用がかかるという土地売却延期の
不利益をこうむることが予想されるからである。土地購入者に対して土地を購
入する期首にその期の転用費用を控除すれば，土地購入者が土地購入を今期か
ら来期に延期することによって転用費用の控除を失うという土地購入延期
の不利益（機会費用）をこうむるのに対して，土地購入を今期から来期に延期
し，来期首に土地を購入すれば，来期首に転用費用の控除が受けられると
いう土地購入延期の利益が得られることが予想される。したがって，今期の転
用費用が来期の予想転用費用を上回るならば  ，土地の売却時
期を早める効果（転用促進効果）を持ち，今期の転用費用が来期の予想転
用費用を下回るならば  ，土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻
害効果）を持つ。その結果，土地購入者に対する各期首における転用費用の控
除は，転用費用の控除がない場合に各期首における転用費用の相違が土地の売
却時期に及ぼす効果を相殺するのである。
以上より，転用費用が存在する場合には，時価評価の土地保有税（土地固定
資産税）の導入は，土地の売却時期を遅らせる効果（転用阻害効果）を持つが，
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土地購入者から毎期末に土地保有税率に各期の転用費用を乗じた額を控除し，
さらに，土地を購入する場合に，土地を購入する期首にその期の転用費用を控
除すれば，転用費用が存在する場合でも時価評価の土地保有税（土地固定資産
税）の導入は，転用阻害効果を排除し，土地の売却時期に対して中立的となる
ことが分かった。
（本稿は，平成１８年度松山大学総合研究所特別研究助成の成果の一部である。）
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